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福祉保健部

請願 ・ 陳情 令和４年11月市議会定例会提出分 新規 継続

受 理 受 理

件 名 陳情者名

番 号 年月日

令 和 介護保険制度の改善に関す 住 所

陳 情 ４年 る意見書の提出について 氏 名

第74号 10月

24日

陳 情 の 要 点 左 に 対 す る 措 置 等

令和５年の通常国会に向けての介護保険制

度の見直しは、利用者と事業所に困難を押し

つけるものであること、また、介護従事者の

人手不足の解消および新型コロナウイルス感

染症の感染対策強化が求められていることか

ら、下記事項について、国会及び関係行政庁

に対して意見書を提出してくださるよう陳情

いたします。

記

１ 介護保険の利用に新たな困難をもたらす

利用料の引上げ、要介護１・２の生活援助

などの保険外し、ケアプラン作成の自己負

担化、福祉用具の貸与から購入への切替え

などの見直しを行わないこと。

２ 全額公費により、全ての介護従事者の給

与を全産業平均水準まで早急に引き上げる

こと。また、介護従事者を大幅に増やし、

１人夜勤の解消、人員配置基準の引上げを

行うこと。

３ 利用者が安心して介護を受けることがで

き、介護事業所・従事者が不安なく介護を

提供できるよう、新型コロナウイルス感染

症対策を強化すること。

４ 介護保険料、サービス利用料、食費・居

住費などの負担軽減、介護報酬の改善など、

介護保険制度の抜本的な見直しを行うこ

と。また、介護保険財政における国庫負担

割合を大幅に引き上げること。
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福祉保健部

請願 ・ 陳情 令和４年11月市議会定例会提出分 新規 継続

受 理 受 理

件 名 陳情者名

番 号 年月日

令 和 高齢者コインバス事業にお 住 所

陳 情 ４年 けるコインバス資格証明書 氏 名

第78号 11月 と地域連携ＩＣカードシニ

21日 アアキカとの併用の継続に

ついて

陳 情 の 要 点 左 に 対 す る 措 置 等

秋田市高齢者コインバス事業の実施方法で １乗車100円の定額で乗車できる

ある資格証明書が令和５年３月末で廃止さ 本市の「高齢者コインバス事業」に

れ、同年４月からは地域連携ＩＣカードシニ ついては、地域連携ＩＣカードの機

アアキカ（以下「シニアアキカ」という。） 能を利用することで、利用者資格の

のみの利用に変更されようとしている。 確認と運賃の精算とを同時に行える

秋田市高齢者コインバス事業実施要綱の目 など、利便性と業務効率の向上など

的として「この要綱は、高齢者の社会参加と が図られるものであります。

生きがいづくりを促進し、もって老人福祉の また、バス事業者である秋田中央

向上を図るため」と規定されている。 交通株式会社では、運賃改定を行う

しかしながら、高齢・健康状況等により、 際の前提条件として、コインバス事

シニアアキカに切り替えることができない、 業に係る収入を明確化することが必

チャージ等ができないといった65歳以上の方 要であるとともに、運行ダイヤ適正

は、結果として、これまでの現金での利用が 化に当たり乗車データの収集が不可

できなくなり、同事業本来の目的である社会 欠であるとのことから、総合的に検

参加と生きがいづくりに大きな支障を来すこ 討した結果、本市として、移行期間

とになる。 終了後はＩＣカード決済のみで運用

ついては、同事業本来の目的に鑑み、対象 することとしたものであります。

の高齢者が誰一人として、このような事態に こうしたことから、併用期間の延

陥いることのないよう、高齢者コインバス事 長については考えておりませんが、

業における資格証明書とシニアアキカとの併 今後もコインバス事業の運営に当た

用を継続するよう陳情いたします。 っては、丁寧な周知や説明に努めて

まいります。
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福祉保健部

請願 ・ 陳情 令和４年11月市議会定例会提出分 新規 継続

受 理 受 理

件 名 陳情者名

番 号 年月日

令 和 急激な物価上昇に見合った 住 所

陳 情 ４年 生活保護基準や各年金支給 氏 名

第79号 11月 額、児童扶養手当等を緊急

21日 に引き上げることに関する

意見書の提出について

陳 情 の 要 点 左 に 対 す る 措 置 等

急激な物価上昇は人々の暮らしに大きな打

撃を与えており、収束の見通しも立たない情

勢であることから、生活保護基準や各年金支

給額、児童扶養手当等を緊急に引き上げるこ

とについて国会及び関係行政庁に対して意見

書を提出してくださるよう陳情します。
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福祉保健部

請願 ・ 陳情 令和４年11月市議会定例会提出分 新規 継続

受 理 受 理

件 名 陳情者名

番 号 年月日

令 和 諸物価高騰で大きな影響を 住 所

陳 情 ４年 受けている世帯への支援に 氏 名

第80号 11月 ついて

21日

陳 情 の 要 点 左 に 対 す る 措 置 等

１ 燃料費等高騰対策緊急助成金は、市県民 １ 本助成金は、現在、原油価格の

税における非課税世帯に限らず、均等割の 高騰等に伴う緊急的な支援策とし

み課税となった世帯や課税世帯に対して て経済的に困窮する世帯（住民税

も、助成金の支給などの支援を実施するこ 非課税世帯）に対し、助成するも

と。 のとして実施しており、現時点で

２ 燃料費の高騰が長引く場合には、市県民 対象世帯などの拡充は考えており

税における非課税世帯や均等割のみ課税と ませんが、国や県の動向を注視し

なった世帯などの低所得世帯に対し、燃料 てまいります。

費等を補助するための支援を実施するこ

と。 ２ 燃料費などの物価高騰に対する

更なる対策については、価格変動

の推移や国・県の対応等を総合的

に勘案する必要があることから、

引き続き、物価や国・県等の動向

を注視してまいります。
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福祉保健部

請願 ・ 陳情 令和４年11月市議会定例会提出分 新規 継続

受 理 受 理

件 名 陳情者名

番 号 年月日

令 和 介護保険制度の改定に関す 住 所

陳 情 ４年 る意見書の提出について 氏 名

第82号 11月

22日

陳 情 の 要 点 左 に 対 す る 措 置 等

令和５年の通常国会で審議しようとしてい

る介護保険制度の見直しは、利用者及びその

家族と事業者双方にさらなる負担を押しつけ

るものであることから、下記事項について、

国会及び関係行政庁に対して意見書を提出し

てくださるよう陳情いたします。

記

１ サービス利用料の原則２割負担を標準と

しないこと。

２ 要介護１・２の訪問・通所介護を地域支

援・総合事業に移行しないこと。

３ ケアプランの作成を有料化しないこと。

４ 介護施設に介護ロボット等を導入して

も、介護職員の配置基準を引き下げないこ

と。

５ 介護労働者の賃金を引き上げて生活でき

るようにすること。
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